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	１．森林吸収源対策の推進について


	平成27年12月末に総務省より示された「平成28年度地方財政対策のポイント」において、重点課題対応分として「森林吸収源対策等の推進」のために500億円が地方財政計画に計上され、地方交付税として自治体に交付されることとなった。
しかし、平成28年度は各自治体への周知が徹底できず、予算執行は少額となり、平成29年度は多くの市町村が事業に名乗りを上げ動きが加速した。平成30年度についても事業継続が決まり、各自治体が計画策定をしているところだが、事業背景にある、「森林環境税（仮称）」の創設がほぼ決まりそうなので、次年度の事業はないものと考えられる。
森林吸収源対策等の推進とは、「林地台帳の整備の推進」「森林所有者の確定、境界の明確化、施業の集約化の促進」「林業の担い手対策」「間伐材により生産された木材の活用」である。
昨年、備北森林組合より事業の提案が庄原市に対してなされたが、事業費4.7億円に対する特別交付税3.2億円では、一般財源1.37億円の負担は厳しいとの判断から見送ると結論付けられた。

	市　長
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	今回の提案は、一旦、1.37億円は一般財源から手当するが、国調の予算から充当できることが判明したので、単年度ではないが、95％が一般財源で還ってくる。

　庄原市の最大の資源は、面積の84％を占める森林であるということを前提に費用対効果を考慮の上、提案に対して所見を伺う。
	市　長



	２．生活交通体系について

	　これまでも多数の議員から、「生活交通体系」に関する質問がなされているが、「これで解決」という決定打は見つかっていない。

　有償運送の規制緩和が始まろうとしているが、本市として事業用自動車（緑ナンバー）を取り込んだ生活交通体系を構築する考えはあるか、所見を伺う。
	市　長



	３．新興団地の自治会への加入状況と小学校区の考え方について
	　板橋西自治会と新庄西自治会内には、複数の団地が造成されアパートや住宅が新築されてきている。これまでも自治会に加入されない方はおられたが、現在、団地でまとまって加入しないという事態が発生している。
また、小学校も通学区域内の板橋小学校に通学せず、庄原小学校に通学している実態や子供会にも入られない実態もある。
その他にもゴミ問題とか、事故問題などが発生しているが、この状態を放置するのかどうか、所見を伺う。
	市　長
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